
「エコ商品ねっと」登録期間（2024年3月更新時）のご案内と連絡事項

■全ての事業者に共通のご案内

1．登録期間・登録画面のURL

2．グリーン購入法の判断基準適合情報の更新のお願い
2023年12月改定の基本方針に基づき商品情報を更新してください。

3．事業者情報（環境の取り組み・情報提供者問い合わせ先）の入力について【再掲】
未記入の方は必ずご入力ください。入力内容に変更がある場合は情報の更新をお願いします。

■お知らせ

４．地方自治体の活用状況

５．新たな製品情報サイト開設のお知らせ
－サステナブル商品・サービス
－脱炭素経営・再エネ100ソリューション

■商品情報の登録方法について

⇒詳しくは下記PDFをご覧ください。登録方法に関するFAQ（よくある質問）も掲載しています。

https://www.gpn.jp/assets/pdf/econet/help_entry.pdf

2024年2月5日 グリーン購入ネットワーク（GPN）

お問い合わせ先

グリーン購入ネットワーク（GPN）事務局 担当：深津、加藤、竹内、武井、高橋 TEL： 03-5829-6912 E-mail： gpn@gpn.jp



１．登録期間・登録画面のURL

○登録期間 ： 3月4日（月）13時～3月18日（月）12時
○データ公開： 3月29日（金）13時
○登録窓口ＵＲＬ：https://www.gpn.jp/econet/admin/login

※ 登録期間に更新された情報は、データ公開時に「エコ商品ねっと」に反映されます。掲載内容に変更がない場合、更新は不要です。
※ システムの都合上、登録期間からデータ公開時まで、「エコ商品ねっと」に表示されている情報の修正は一切できません。
※ 「エコ商品ねっと」はGoogle Chromeを推奨しています。ご使用のブラウザがInternet Explorerの場合、ログインできない

ケースが発生しているため、Google Chrome、Microsoft Edge、Firefoxなど、別のブラウザでログインの再試行をお願
いします。

従来から使用しているID・パスワードでログイン
してください。

ID・パスワードをお忘れの方は「パスワードを忘れ
た方はこちら」をクリックし、登録しているメールア
ドレスを入力後、「確認する」をクリックてください。
入力したメールアドレスにID・パスワードが通知さ
れます。



２．グリーン購入法の判断基準適合情報の更新のお願い

環境省は、毎年、グリーン購入法の特定調達品目及び判断の基準の見直しを行っています。

今回は、【2023年12月改定の基本方針】に沿ったグリーン購入法の判断基準適合情報の

更新をお願いします。該当分野に商品を登録している場合は、基本方針の改定内容をご確認

の上、掲載情報を更新してください。

グリーン購入法に適合していることが「エコ商品ねっと」掲載条件となっている分野・品目は、

改定された基本方針の基準に適合していることをご確認のうえ、商品を掲載してください。

グリーン購入法基本方針（２０２３年12月22日変更閣議決定）
https://www.env.go.jp/policy/hozen/green/g-law/net/kihonhoushin.html



未記入の方は必ずご入力ください。入力内容に変更がある場合は、情報の更新をお願いします。

■「環境の取り組み」は全ての事業者が対象です。
※「輸配送」掲載事業者は「環境の取り組み（輸配送用）」から入力します。
※「ホテル」掲載事業者は商品・施設情報登録からチェックリストに入力します。

■「商品情報問合せ先」の入力は、ガイドライン未策定分野を除く全ての商品分野が対象です。
※複数の分野に掲載する場合、大分類から商品分野を選択し、分野ごとに問合せ先を入力してください。
※ガイドライン未策定分野は商品ごとに問合せ先情報を入力します。ガイドライン未策定分野の対象はこちらの商
品分類からご確認ください。

■「事業者ごとの取り組み」の入力は、下記の分類に商品を掲載する事業者が対象です。

◆事業者ごとの取り組み 入力対象分類
印刷・情報用紙／コピー機／プリンタ・ファクシミリ／パソコン（電子計算機）／モニター／ハードディスク・各種
ドライブ／キーボード・マウス／冷蔵庫／洗濯機／照明器具／自動車／エアコン／テレビ／家具／衣類・履物／
温水洗浄便座／大・小便器、水栓金具／食品（加工食品）／輸配送（貨物自動車）

3．事業者情報（環境の取り組み・情報提供者問い合わせ先）の入力について【再掲】

編集したいメニューを選択し、編集画面に進みます。



「環境の取り組み」「商品情報問合
せ先」「事業者ごとの取り組み」に
入力した内容は、商品詳細画面の
各見出しをクリックすると表示され
ます。

3．事業者情報（環境の取り組み・情報提供者問い合わせ先）の入力について【再掲】



4．地方自治体の活用状況

「エコ商品ねっと」は、国等の機関や地方自治体 に多く利用されており、環境省の調査によると、

都道府県・政令市の9割、約400団体の地方自治体が参考情報として利用しています。

今回、「調達方針等で、情報収集源として「エコ商品ねっと」を記載している地方自治体」の一覧

や活用事例を最新化しましたのでご案内申し上げます。

https://www.gpn.jp/info/gpn/af122f0e-5387-4a61-bd9e-b31a583c7965

■調達方針等で、情報収集源として「エコ商品ねっと」を記載している地方自治体の一覧
北海道/札幌市/函館市/釧路市/江別市/千歳市/ニセコ町/別海町/

弘前市/岩手県/宮城県/仙台市/大和町/新庄市/会津若松市/

栃木県/足利市/栃木市/日光市/高崎市/太田市/館林市/渋川市/埼玉県/

さいたま市/川越市/川口市/春日部市/草加市/志木市/日高市/千葉県/

市川市/船橋市/松戸市/成田市/東京都/中央区/新宿区/文京区/大田区/

豊島区/板橋区/昭島市/調布市/小金井市/多摩市/

神奈川県/横浜市/川崎市/小田原市/茅ヶ崎市/秦野市/厚木市

五泉市/石川県/福井市/都留市/長野県/岐阜県/岐阜市/静岡県/浜松市/愛知県/春日井市/

野洲市/大阪府/堺市/吹田市/八尾市/大東市/東大阪市/神戸市/西宮市/田原本町

鳥取県/岡山県/倉敷市/広島市/尾道市/福山市/山口県/

阿波市/新居浜市/西条市/内子町/高知県/

北九州市/福岡市/古賀市/佐賀県/佐賀市/水俣市/宮崎県/鹿児島県/那覇市

（2023年10月4日時点、GPN調べ）

■活用事例（ウェブサイトでは事例をご覧になれます）
• 調達方針や計画に記載する事例 ： 埼玉県、宮城県、水俣市

• 予算編成方針に記載する事例 ： ニセコ町

• ウェブサイトに記載する事例 ： 北海道、船橋市、調布市
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や活用事例を最新化しましたのでご案内申し上げます。
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市川市/船橋市/松戸市/成田市/東京都/中央区/新宿区/文京区/大田区/

豊島区/板橋区/昭島市/調布市/小金井市/多摩市/

神奈川県/横浜市/川崎市/小田原市/茅ヶ崎市/秦野市/厚木市

五泉市/石川県/福井市/都留市/長野県/岐阜県/岐阜市/静岡県/浜松市/愛知県/春日井市/

野洲市/大阪府/堺市/吹田市/八尾市/大東市/東大阪市/神戸市/西宮市/田原本町

鳥取県/岡山県/倉敷市/広島市/尾道市/福山市/山口県/

阿波市/新居浜市/西条市/内子町/高知県/

北九州市/福岡市/古賀市/佐賀県/佐賀市/水俣市/宮崎県/鹿児島県/那覇市

（2023年10月4日時点、GPN調べ）

■活用事例（ウェブサイトでは事例をご覧になれます）
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■ウェブサイトの概要

名称：サステナブル商品・サービス

運営主体：グリーン購入ネットワーク（GPN）

開設：2023年9月

URL：https://gpnsustainable.com

目的： 環境面だけでなく、社会面にも配慮した、サステナビリテを
探求する商品を紹介する。

掲載要件： ・掲載事業者がGPN会員であること

・委員会が掲載に足ると判断すること

掲載料：2023年度は無料。（ 2024年度以降は、GPN会員は無料、
非会員は33,000円（税込み）／商品・年間）

5．新たな製品情報サイト開設のお知らせ

GPNでは、サステナビリティを探求する商品を紹介する特集ページを9月に、

再エネ100につながるソリューションを紹介する特集ページを11月に開設しました。

ぜひご覧いただくとともに、掲載もご検討ください。



６．新たな製品情報サイト開設のお知らせ

■ウェブサイトの概要

名称：GPN脱炭素経営・再エネ100ソリューションサイト

運営主体：グリーン購入ネットワーク（GPN）

開設：2023年11月

URL：https://gpn-datsutanso.jp/

目的： 脱炭素経営を進める企業・組織に対して、脱炭素経営
を進めることに役立つソリューションを紹介する。

掲載する対象となるソリューション：

①省エネ関連

②再エネ自家発電・消費関連

③再エネ電力関連

④その他

掲載料（年間）：

GPN会員 5万円／件、GPN非会員 10万円／件

※いずれも税別料金。掲載料は2024年度から適用し、
2023年度は無料。


